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Ⅱ施策集

Ⅱ－１－（２） オープンデータの促進【基本法第11 条第１
項及び第２項関係】、データの円滑な流通の促
進【基本法第11 条第３項関係】

②重点分野のうち重点的に講ずべき施策

＜移動分野＞
・ ICT を活用した歩行者移動支援の普及促進に向けた取
組の推進
- 平成32 年までに主要空港から2020 年東京オリン
ピック・パラリンピック競技大会会場まで屋内外シーム
レスな移動支援を可能とする民間サービスの実現。

KPI（進捗）: オープンデータ化されたデータ数
KPI（効果）: サービスが実現された箇所数
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＜移動分野の今後（国民、事業者等にもたらされるメリットの例）＞

官民データ活用推進基本法（抜粋）

第十一条 国及び地方公共団体は、自らが保有する官民データについて、個人及
び法人の権利利益、国の安全等が害されることのないようにしつつ、国民がイン
ターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて容易に利用できるよう、必
要な措置を講ずるものとする。

２ 事業者は、自らが保有する官民データであって公益の増進に資するものについ
て、個人及び法人の権利利益、国の安全等が害されることのないようにしつつ、
国民がインターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて容易に利用で
きるよう、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

３ 国は、官民データ活用を推進するため、官民データの円滑な流通に関連する
制度（コンテンツ（コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法律（平成
十六年法律第八十一号）第二条第一項に規定するコンテンツをいう。）の円滑
な流通に関連する制度を含む。）の見直しその他の必要な措置を講ずるものとす
る。


